
「従業員の健康づくり」を行政や経済界も推進しています

大阪ニット健康保険組合が企業の健康づくりをサポートします
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経済産業省

地域の健康課題に即した取り組みや日本健康会議が進める健康増進の取り組み

をもとに、特に優良な健康経営を実施している企業を、「健康経営銘柄」（東京証券

取引所の上場会社を対象）や「健康経営優良法人」として認定しています。健康経

営優良法人への認定には、健保組合「健康宣言」への登録が必要です。

日本健康会議

少子高齢化が急速に進展する日本において、国民一人ひとりの健康寿命延伸と

医療費適正化について、行政のみならず、 経済団体・保険者・自治体・医療関係団

体等が連携し実効的な活動を行うために組織された活動体です。

２０２０年までの数値目標を掲げた「健康なまち・職場づくり宣言２０２０」を採択。

その中で、「健康保険組合等保険者と連携して健康経営に取り組む企業を５００社

以上とする」「健康保険組合等保険者のサポートを得て健康宣言等に取り組む企業

を１万社以上とする」と宣言しています。

「日本健康会議2025」は、第一期（2015年～2020年）の活動に引き続き、経済団
体、医療団体、保険者、自治体などが連携・協力し、職域、地域の創意工夫を生か

しながら「健康づくりに取り組む５つの実行宣言2025」を達成し、誰もが活躍できる
社会を実現していくことを目的としています。


